
運輸部門

運輸部門の二酸化炭素排出については、
　○　９５年並みの水準（９０年比１７％増）への抑制が目標
　○　９５年以降は伸び率鈍化傾向
　○　全体の８８％を占め、増加を続ける自動車部門の対策が最重要課題

民生部門（住宅・建築物）

住　宅住　宅

建築物建築物

断熱性の向上
空調設備等の
効率化

断熱性の向上
空調設備等の
効率化

住　宅：約920万ｔ　住宅性能表示制度の整備、
　　　　　　　　　 　　住宅金融公庫の割増融資等
建築物：約2640万ｔ省エネ法に基づく指導（省エネ法の　

　　　改正強化）、日本政策投資銀行の
　　　　　　　　　　　　低利融資等

約３５６０万ｔ
CO2削減

一酸化二窒素（笑気ガス）対策

[一酸化二窒素の温暖化効果は二酸化炭素の３１０倍]

下水汚泥の高温燃焼
（８５０℃）等

約２００万ｔ
CO2削減

二酸化炭素吸収源対策

都市緑化等の推進 約２８万ｔ
CO2吸収

低公害車
開発・普及等
（約２０６０万ｔ）

交通流対策
（約８９０万ｔ）

自動車交通対策
（約２９５０万ｔ）

モーダルシフト・
物流の効率化等
（約９１０万ｔ）

公共交通機関の
利用促進等
（約６７０万ｔ）

環境負荷の小さい交通体系の構築
（約１５８０万ｔ）

約４６００万ｔ
CO2削減

ＩＴＳの推進

路上工事の
縮減等

海上輸送の競争力強化
鉄道貨物輸送力の強化
トラック大型化等

TDM
都市鉄道の整備
ICカード導入
乗り継ぎ改善等

この他、交通流の円滑化
を図るため、幹線道路ネッ
トワークの整備等を着実
に実施

国民運動・
エコドライブの推進
（約１００万ｔ）

自動車税の
グリーン化

燃料電池自動車
等

国土交通省の地球温暖化対策国土交通省の地球温暖化対策
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